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第 1 節  本論文の目的 
 








義され処理されるようになる過程」であり（Conrad and Schneider 1992=2003: 1），医療
専門職による専門家支配に着目した E. Freidson（Freidson 1970=1992）や，日常生活の
医療化を危惧した I. K. Zola（Zola 1972, [1977]1978=1984）が提起してきた問題である．
そのなかでも，落ち着きのなさや苛立ち，衝動性などの問題行動を示す子どもが，多動症
や微細脳損傷（MBD: Minimal Brain Dysfunction）といった障害の診断を受け，中枢神経
系に影響を与えるといわれる向精神薬を用いて行動統制がおこなわれていることに注目し






とを，Conrad と Schneider は医療化論の枠組みのなかで整理している（Conrad and 
Schneider 1992=2003）． 
1960 年代から医療化がはじまったといわれる ADHD は，アメリカ国内に限られた障害と
して考えられてきた．そのため，ADHD の診断や治療に関する研究の多くは，アメリカ以外
の国ではほとんどみられなかったが，1990 年代から 2000 年代にかけて，ADHD の診断と治
療がアメリカ国内から国外へと移行しはじめていることが議論されるようになった
（Conrad and Bergey 2014; Scheffler et al. 2007; Singh 2006）．ADHD に関する研究は
2000 年代になり，カナダやイギリス，オーストラリアなどからも問題を起こした子どもが
ADHD の診断を受け，薬物療法を受けているという報告がなされるようになった（Brault and 
Lacourse 2012; Phillips 2006; Harwood 2010; Horton-Salway 2010; Malacrida 2004; 
Timimi 2004; Timimi and Taylor 2004）．一方，危険な副作用を起こす可能性がある向精
神薬を 500 万人以上の子どもが服用しているといわれるアメリカでは，認知機能強化を目
2 
的とした向精神薬の使用開始やその拡大（Maturo 2013; Singh et al. 2013），またフォス
ター・ケア（児童養護施設や里親などの社会的養護）の子どもへの向精神薬処方の進展な
どの影響下に ADHD の診断を受ける子どもが拡大し続けていることが先行研究のなかで指
摘されるようになっていった（Barnett et al. 2018; Government Accountability Office 







関の「疾病及び関連保健問題の国際統計分類」（ICD: International Statistical 
Classification of Diseases and Related Health Problems）よりも，アメリカ精神医学
会の「精神障害の診断と統計マニュアル（DSM: Diagnostic and Statistical Manual of 
Mental Disorders）」が採用されるようになっていった（佐々木 2006）． 
そして，日本でも医療社会学の分野を中心に ADHD が取りあげられ，Conrad と Schneider
の医療化論の視座から学校のなかで子どもの問題行動が医療の問題として扱われていく過
程に着目した研究や（木村 2015），日本における ADHD に関する制度の立ちあがりに注目し




























 そして，児童福祉法第 41 条に規定されている児童養護施設は，「保護者のない児童，虐
待されている児童など，環境上養護を要する児童を入所させて，これを養護し，あわせて
退所した者に対する相談その他の自立のための援助を行うことを目的とする施設」である．






第 3 節 本論文の構成 
 












第 4 節  研究で用いるデータとその特徴 
 
分析の対象としたデータは，主に次の 3つである． 
 第 1に，世界中の医学文献を検索できる PubMed と日本における代表的医学文献データベ
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は，2011 年 8 月から 2012 年 4 月に児童養護施設 Xでの調査で得られたデータと 2017 年 8





 そして第 3は，児童養護施設に入所していた 20 代の男性（Xさん）の語りである．イン
タビューに応じてくれた Xさんは，児童養護施設 Xに入所経験のある若者であり，施設入





第 5 節  各章の概要 
 
第 1 章「子どもの問題行動への視角の変遷と医療化プロセスの検証――1960 年代から
2010 年代の医学文献の検討から」では，1960 年代から 2010 年代にかけて，子どもの問題
行動が ADHD として解釈され，向精神薬が投与されるまでの過程を，Conrad と Schneider
の医療化論（Conrad and Schneider 1992=2003）の視座から検討した．その際，世界中の
医学文献を検索できる PubMed と日本における代表的医学文献データベースである医中誌
Web を用いて，ADHD と LD に関する文献の実数および推移を辿り，収集した医学文献の分析
をおこなった． 
ADHD に対する医療関係者の関心の起源を探るため，PubMed 掲載の医学文献情報を精査し
たところ，ADHD に関する検討がされはじめるのは 1960 年代後半から 1980 年代頃であり，









医中誌 Web における文献調査からは，1980 年代から 1990 年代にかけて医療関係者の関心
が MBD から LD に移行した時期があるなど，アメリカとは異なる軌跡が明らかになった．他
方で，ADHD の国際化の影響下に，日本でも 1990 年代後半から再び子どもの問題行動と ADHD
が関連付けられるようになり，ADHD に社会的関心が集まるようになったことが明らかにな
った．また 2000 年代に入ると，医療関係者が親から虐待を受けた子どもの問題行動が ADHD
に類似しているとの議論がなされはじめ，ADHD と社会的養護に関する現在に連なる議論枠
組みの原型が形成されたことが見出された． 
第 2 章「体罰から向精神薬へ――Z 県の児童養護施設 Y で働く施設職員の語りから」で
は，1980 年代から 2000 年代に至る時期の児童養護施設内での子どもの問題行動への対処
法の変遷を，医療化論（Conrad and Schneider 1992=2003）の視座から検討した．その際
に，特に子どもへの向精神薬投与の進展が顕著な児童養護施設 Yを調査対象として選定し，
同施設の職員 8名に対して半構造化面接をおこなった． 





























































第 1 章 子どもの問題行動への視角の変遷と医療化プロセスの検証――1960
年代から 2010 年代の医学文献の検討から 
 
第 1節  問題関心――「子どもの問題行動と医療化」の議論に向けて 
 

















増加しており，医療化の進行がうかがえる」と言及している（木村 2015: 31）． 
実際に，「発達障害」を含む精神障害の診断を受ける患者は増えてきている．厚生労働省
が 3年毎におこなっている患者調査をみてみると，統合失調症や気分障害などの精神障害
と診断を受けた 0歳から 14 歳の子どもの数は，過去 20 年間で毎年 300 人前後であるのに
対して，「その他の精神および行動の障害」と診断を受けた子どもは，1996 年の 76 人から，
3年後の 1999 年には 3,400 人までに急増している（図 1）．以降，「その他の精神および行
動の障害」の診断を受けた子どもの数は増え続け，発達障害者支援法が施行された 2005




り，1996 年は診断を受ける人はあまりいなかったが，1999 年には 2,000 人に増え，2002









図 2 精神障害，基本分類，全年齢（人数） 
（出典: 厚生労働省（2019b）「患者調査――結果の概要」を基に作成） 
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う（Conrad and Schneider 1992=2003: 291）． 
多動症は1968年にアメリカ精神医学会の「精神障害の診断と統計マニュアル第2版（DSM-
Ⅱ）」に掲載され，「児童期の多動性反応」という名称に変わった．その後，1980 年に改訂
された DSM-Ⅲにおいて，児童期の多動性反応は注意欠如障害（ADD: Attention-Deficit 




という（Conrad and Schneider 1992=2003）．そして，1990 年代までは，ADHD の治療に用
いられるメチルフェニデートの全量の 90%がアメリカ国内で消費されていたことから，
ADHD はアメリカに限られた障害として認識されていた．しかし 1994 年に DSM-IV が発表さ





った（Bergey and Filipe 2017; Conrad and Bergey 2014）．とはいえ，他国と比べても
アメリカにおけるメチルフェニデートの消費量は依然多く，子どもへの処方だけでな
く成人にも ADHD の診断が拡大するなど，向精神薬が幅広い年齢層の人たちにいき渡っ
ていることが注目されるようになった（Conrad and Bergey 2014; Conrad and Potter 
2000）． 
2007 年に，アメリカ疾病管理予防センター（CDC: Centers for Disease Control and 
Prevention）が発表した，4 歳から 17 歳までの子どもの ADHD の推定罹患率は 9.5%で
あった．この数字は，アメリカ国内に在住する 540 万人の子どもが ADHD ということに
なる．そして，ADHD の診断を受けた子どものうち，66.8%が薬物療法を受けていたと
いうことも調査結果から明らかになり，4 歳から 17 歳の子ども全体の 4.8%が，ADHD
の治療のために向精神薬を服用していたようである（Centers for Disease Control and 
Prevention 2010）．さらに，CDC が 2011 年から 2012 年にかけておこなった調査では，
子どもの約 11%が ADHD の診断を受け，6.4%が向精神薬を服用していたことが明らかに
なった．そのなかで，ADHD の治療薬である向精神薬を服用していた子どもの数は，2007
年から2011年にかけて28%の増加をみた（Centers for Disease Control and Prevention 
2017）．こうした ADHD の増加の背景には，医師よりも教師による訴えが大きく介在し
ているといわれており，医療機関を受診中に ADHD の症状を示す子どもはわずかで，教
師の訴えが契機となって ADHD の診断がくだされていた（Whitaker 2010=2012）．また
10 
有害な作用と危険性を有するといわれる向精神薬が，学業成績の向上につながるとい









やすいことが指摘されてきた（Conrad and Schneider 1992=2003）．このように，アメ
リカでは 1960 年代頃から子どもの問題行動が多動症や MBD として捉えられ，向精神薬
を用いた薬物治療を受ける子どもが増加していったのである． 
日本では，子どもの問題行動が ADHD などの「発達障害」として社会的関心を集める
ようになったのは，1990 年代以降のことであったが，アメリカで多動症や MBD が注目
されていた 1960 年代には，日本にも多動症や MBD に関する概念や対処法が伝えられて
いたことが指摘されている．ADHD や LD に関する制度の成り立ちに詳しい木村と佐々
木洋子は，医療関係者が 1960 年代後半から多動症や MBD に関心を集めるようになった
ことに注目し，子どもの問題行動が ADHD や LD など「発達障害」として，医療的に解
釈されてきたことについて論じている（木村 2015; 佐々木 2006，2011）．しかしなが
ら，新聞記事の分析を中心におこなった木村の研究では，医学論文の検討はほとんど
なされておらず，また「医学論文」に絞り分析をおこなった佐々木の研究は ADHD に社
会的関心が向けられはじめた 1990 年代から 2000 年代に重点が置かれており，子ども
の問題行動が多動症から ADHD に変化するまでの通時的分析はほとんどなされてこな






分析・論考していく．第 2節では Conrad と Schneider の医療化論の視座から（Conrad 
and Schneider 1992=2003），アメリカを中心に子ども問題行動が医療の問題として扱
われていく過程を概観し，2000 年代以降，アメリカ以外の国々でも ADHD が拡大し，








第 2 節 理論枠組みと先行研究 
 
第 1 項 医療化論 
 医療化とは，「非医療的問題が通常は病気あるいは障害という観点から医療問題として定
義され処理されるようになる過程」であり（Conrad and Schneider 1992=2003: 1），医療
専門職による専門家支配に着目した Freidson（Freidson 1970=1992）や，日常生活の医療
化を危惧した Zola（Zola 1972, [1977]1978=1984）が提起してきた問題である．そのなか
でも，落ち着きのなさや苛立ち，衝動性などの問題行動を示す子どもが，多動症や MBD と
いった障害の診断を受け，中枢神経系に影響を与えるといわれる向精神薬を用いて行動統
制がおこなわれることに注目してきたのが，Conrad と Schneider である（Conrad 1975; 




習上の問題があった子どもに，ベンゼドリンを投与した C. Bradley の報告である（Bradley 
1937）．ブラッドリーホームで精神科医として勤務していた彼は，5 歳から 14 歳の子ども
30 名に対して，アンフェタミンの一種であるベンゼドリンという中枢神経系刺激剤を投与
した．男女比は 2対 1で男児が多く，知能は，「正常」とみなされる範囲内であった．また，




 しかし，Bradley の報告はすぐに受け入れられたわけではなく，以降 20 年の間，子ども
の問題行動に関する研究は，彼の同僚であった A. A. Strauss と L. E. Lehtinen の報告
（Strauss and Lehtinen 1947=1979）や，M. W. Laufer らの研究（Laufer et al. 1957）
などにより，わずかに報告されているのみである．1960 年代に入ると，問題行動のある子
どもに対して向精神薬を用いた治療が注目を集めるようになったが,それは 1961 年にアメ
リカ食品医薬品局（FDA: Food and Drug Administration）が，メチルフェニデートの投与
を子どもに認めたことが契機となった 1)．その後アメリカでは 1970 年代までに，子どもの
問題行動と薬物療法に関する研究が発表されるようになり，その多くが多動症の原因や診










1975; Conrad [1976]2017; Conrad and Schneider 1992=2003）．こうした「医療という手
段を通じて逸脱行為の軽減，除去，正常化が行われ，社会規範への忠誠を確保するために
医療が（意識的にか無意識的にか）作動する」ことを，Conrad と Schneider は「医療によ
る社会統制」と呼び（Conrad and Schneider 1992=2003: 458），1980 年代までに多動症の
定義が拡張し，多動症の診断を受ける範囲が学童期の子どもから青年，成人にまで拡大し















第 2 項 ADHD の国際化に関する先⾏研究 
 図 3 は，PubMed で公開されている ADHD （"attention deficit disorder with 
hyperactivity"[Mesh Terms] OR ("attention"[All Fields] AND "deficit"[All Fields] AND 
"disorder"[All Fields] AND "hyperactivity" [All Fields] OR "attention deficit 
disorder with hyperactivity"[All Fields] OR "adhd"[All Fields])）と MBD（"minimal 
brain damage" OR "minimal brain dysfunction"），そして ADHD と関連の深い LD（"learning 
disability"[All Fields]）を検索した結果である（2019 年 7 月 1日閲覧）．ADHD（多動症
含む）の研究は，1950 年代から 1970 年代までほとんどみられなかったが，DSM において
MBD が ADD に名称変更された 1980 年頃から増えはじめ，1990 年代半ばから本格的に ADHD
13 
について議論が交わされるようになった． 
1960 年代から医療化がはじまったといわれる ADHD は，アメリカ国内に限られた障害と
して考えられてきたが，2000 年以降，ADHD の診断と治療に関する研究は，他の国にも広が
りはじめた（Conrad and Bergey 2014; Scheffler et al. 2007; Singh 2006）．本項では，
Conrad と Schneider が提示した医療化論（Conrad and Schneider 1992=2003）の後，医療
社会学のなかで ADHD や子どもへの向精神薬投与がどのように論じられてきたのか，特に，




図 3 MBD・ADHD・LD に関する論文数 
（出典: データベース PubMed を基に作成） 
 
ADHD の治療薬の世界的な使用は，1993 年から 2003 年にかけて 3倍になり（2003 年には
24 億米ドル），全世界の販売額は 9 倍にまで増加した．向精神薬の使用と販売額は先進国
と発展途上国の両方で増加傾向にあり，そのなかでも販売額の増加は先進国において顕著
で，特に，アメリカやカナダ，オーストラリアにおいて向精神薬の使用率が高い（Scheffler 
et al. 2007）．イギリス，ドイツ，フランス，イタリア，ブラジルの 5カ国を調査した Conrad























































































年代に入り ICD を使用してきた医療関係者が DSM に移行したことにより，ADHD の国際化が
進行しはじめていた．また容易にアクセス可能なオンライン・スクリーニング・チェック
リストが出現し，自己診断が可能になるなどインターネットの役割が国際化につながって
いるという指摘もある（Conrad and Bergey 2014）． 
2000 年代に入り，さらに ADHD の診断と治療に社会的関心が集まるようになり，アメリ
カ以外にもカナダやイギリス，オーストラリアなどからも問題を起こした子どもが ADHD
の診断を受け，薬物療法を受けているという報告がみられるようになった（Brault and 
Lacourse 2012; Phillips 2006; Horton-Salway 2010; Malacrida 2004; Timimi 2004; Timimi 
and Taylor 2004）．なかでも，カナダとイギリスの学校を比較した C. Malacrida によると，
カナダでは問題のある子どもを識別し，医師による診断と治療を勧めていた．一方，教育
省（DfEE: Department for Education and Employment）の規定に基づき，1年間で 大 45
日間の停学処分を課すことのできるイギリスでは，学校や他の生徒に害を与える子どもを
教室から排除することが可能なことから，医療による行動統制を受ける子どもが少なかっ
















果的である」と信じて薬を服用していることが指摘されている（Singh et al. 2013: 8）．
さらに，向精神薬の処方箋を入手するために詐病を用いて ADHD の診断を受ける学生や，向
精神薬の処方箋を持っている人たちが他の学生に提供していることがアメリカでは問題に
なっている．この ADHD と認知機能強化の問題に詳しい Singh らは，ADHD の国際化により，
ADHD の診断の妥当性と薬物療法の目的についての新たな懸念が生まれたと論じている








第 3 項 フォスター・ケアと医療化に関する先⾏研究 
 
 
図 4 フォスター・ケアと一般家庭における ADHD の子どもの向精神薬の処方率（%） 
（出典: Government Accountability Office（2011）“Foster Children: HHS Guidance 
Could Help States Improve Oversight of Psychotropic Prescriptions”を基に作成） 
 
上記でみてきたように，子どもへの ADHD の診断と向精神薬投与が問題になるなか，子ど
もの養育者である親にも焦点が当てられてきた．ADHD の診断を受けた子どもの親 10 名に





院（GAO: Government Accountability Office）が発表したデータをみてみると（図 4），
一般家庭の子どもよりもフォスター・ケアの子どもが著しく ADHD の診断を受けやすく，向
精神薬が投与されやすいことがみて取れる（Government Accountability Office 2011）．
さらに Rubin らは，2002 年から 2007 年にかけて，フォスター・ケアで生活していた子ど















そして 12–18 歳の 3つの年齢区分のなかで多かった障害が ADHD である．特に，3–5 歳と 6
–11 歳の子どもにおいて，ADHD と診断を受けた子どもが多かった（Rubin et al. 2012）． 
 
 
図 5 2002 年から 2007 年に精神障害の診断を受けたフォスター・ケアの子ども（%） 
（出典: Rubin ら（2012）“Interstate Variation in Trends of Psychotropic 
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第 3 節 日本の医学文献のなかで ADHD はどのように捉えられてきたのか 
 




（2019 年 6 月 29 日閲覧）．PubMed と同様，医中誌 Web においても MBD (多動症/TH or 
微細脳損傷/AL or 微細脳障害/AL or [MBD]/JN)と ADHD(注意欠如・多動症/TH or 注
意欠陥多動性障害/AL) or ([ADHD]/JN)，そして LD(学習障害/TH or 学習障害/AL)に
限定し検索した．図 6は，検索結果を初出から 2018 年までを時系列に並べたものであ
る（症例報告・事例，会議録含む）．初出から 2018 年までの間に抽出された MBD の件
数は 126 件，LD は 6,568 件，そして ADHD は 8,850 件であった．医学雑誌に取りあげ
られた 初の障害は MBD で 1968 年に登場しており，次いで LD が 1970 年，ADHD（ADD）
は 1983 年に登場している． 
図 6の結果をみてみると，PubMed と同様に ADHD に関する文献数が 1990 年代後半か
ら 2000 年代にかけて急増していることがわかる．しかし，PubMed の結果ではみられ
なかった傾向として，1980 年代から 1990 年代後半にかけて ADHD よりも LD が医師ら
の関心を集めてきたことがみて取れる．日本では，1990 年代後半から ADHD に関心が
向けられるようになったが（上林 2003），医療関係者が注目するようになったのはADHD
18 
がまだ Minimal Brain Damage Syndrome（MBD）と呼ばれていた時代のことであった．
第 3節では，はじめに日本で子どもの問題行動が多動症や MBD として捉えられるよう
になった 1960 年代の報告からみていくことにする． 
 
 
図 6 MBD・ADHD・LD に関する論文および会議資料等の件数 
（出典: データベース医中誌 Web を基に作成） 
 
第 1 項 MBD 
  医中誌 Web に収録されている医学文献のなかで，MBD がはじめて扱われたのが『小児科
診療』（診断と治療社 1935 年創刊）である．1968 年が初出であったが，東京大学医学部の
高津忠夫を筆頭に，「小児の微細脳障害症候群」という特集が組まれ，子どもの行動異常（長
畑 1968; 岡田 1968）や学業不振（新井・上野 1968），言語障害（鈴木・宮下 1968），脳




  Minimal brain damage 或は minimal cerebral dysfunction という言葉は 20 年来，多
くの小児科医，小児心理学者，或は小児精神科医の間で使われてきた由であるが，Nelson
の教科書に現れたのは 近の第 8版（1964）である．この教科書には“minimal cerebral 
dysfunction に関連している行動パターン”という章のなかで次のように書いてある．















心理学者，教育者の前におしよせている（高津 1968: 1191）． 
 
上記の文中に登場する W. E. Nelson の著書『ネルソン小児科学』は，80 年以上の歴史
があり，2019 年現在 21 版まで発行され，小児科学の分野で使用されているテキストのひ
とつである．これまですべての版が翻訳されているわけではないが，10 版（1979 年）と
12 版（1986 年），そして 17 版（2005 年）と 19 版（2015 年）が，これまでに日本語版とし





文を辿っていくと，3 年前の 1965 年 11 月 7 日から 13 日に東京で開催された第 11 回国際
小児科学会議（ICP: International Congress of Pediatrics）が同診断名の日本での紹介
に寄与していたことがわかった．高津が会頭を務めたこの会議では 31 の分科会が設けられ，





S. A. Kirk は，「精神薄弱の教育的側面について」というテーマのなかで，ADHD と共通部
分が多いことで知られる LD や言葉の発達に遅れをもつ子どもの診断に用いられる言語学




1975a: 38）．さらに鈴木は，1960 年代の日本の小児科学の分野では MBD や LD に対して関
心はなく，目新しいものであったこと，しかし,その意義を理解した人はきわめて少なかっ
たと当時の様子を回想している（鈴木 1975a）． 




った MBD が，1970 年代には年間 2本から 10 本の論文が発表されるようになった． 
前述の1965年11月におこなわれた第11回国際小児科会議の場において多動の子どもと
メチルフェニデートの有効性について発表した Eisenberg は，同年 6月に日本児童青年精
神医学会の雑誌『児童青年精神医学とその近接領域』に，論文「小児精神科外来治療のさ
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療関係者のなかでは「“問題児をみれば MBD”といった皮肉」（上村・森永 1980: 1）や「MBD
は“くずかご的診断（waste basket）”」（上村・森永 1980: 10）という批判を受けていた
のである．そのため，医中誌 Web の結果（図 6）からもわかるように，1980 年から 1990
年代にかけて LD の研究が増加しているのに対して，MBD に関する報告数は伸びていない．
今村重孝は，MBD の概念をめぐって医学界が混乱状態に陥っていたこと，そして医療関係
者らの関心が MBD から LD に移行していることに注目している（今村 1991）． 





（鈴木 1975a）．医中誌 Web には掲載されていなかったが，1967 年に今村は日本小児精神
神経学会の雑誌『小児の精神と神経』に，「Minimal Brain Damage Syndrome について」と
いう論文を発表している（今村 1967）．自閉症児に関心を持っていた今村は，「自閉症と区
別しなければならない器質的起源の行動異常をどう表現するか苦心していた」と後に語っ
ており（今村 1991: 7），そうした状況下で，今村が目にしたのが 1966 年に発表されてい





Schneider 1992=2003: 297）．Conrad と Schneider は，こうした宣伝は多動症や MBD の治
療の有効性を説明し，医師に多動症児に対する診断と治療を促すものであったと論じてい
る（Conrad and Schneider 1992=2003）．つまり，このことからも，子どもの問題行動の対
処に苦悩していたという今村が，MBD に辿り着いたのは必然的な結果であったといえるだ
ろう．ただし，医中誌 Web の結果をみてもわかるように，MBD に関心を示す医療関係者は
ほとんどいなかったことや，診断基準の曖昧さが指摘された 1980 年代には MBD という言葉
がみられなくなっていったことからも，子どもの問題行動に対して MBD という診断名を付
与する実践は日本では限定的であったということもできる．こうしたなかで，鈴木が言及
していた MBD の「早期発見早期治療」に関しては（鈴木 1975b），2005 年に施行された発
達障害者支援法のなかでも，中心的役割を果たしており，現代にもつながる重要な指摘で
あったといえるだろう． 
次に，医療関係者らの関心が MBD から LD に移行したといわれている 1980 年代から 1990
年代をみていくことにする． 
 
第 2 項 LD 
 図 6 の医中誌 Web の結果をみてみると，1970 年から 1980 年にかけて MBD や ADHD の項目
に大きな変化はみられなかったが，1980年代に入りLDに関する研究が徐々に増えはじめ，
1970 年代は 0件から多くても 10 件程度だった報告も，1980 年代後半には 100 件を超える
までに増加している．さらに，1990 年代からは LD に関する報告は急速に増え続け，年間
100 件ほど医学文献がみられるようになり，2000 年代には 200 件から 300 件を超える年も
あるなど，LD の研究が積み重ねられてきた． 
研究内容に焦点を当ててみると，1970 年代は MBD との関連のなかで LD が紹介されるよ
うになり，医療関係者以外にも教育学や心理学の領域からの報告がみられた（小鳥居 1976; 
昇地 1975; 鈴木ら 1978; 上野ら 1978）．1980 年代になると，小児神経学会（1982 年）や
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日本児童青年精神医学会（1986 年），日本小児精神神経学会（1986 年，1989 年）などで LD
に関する特集が組まれ，パネルディスカッションなどもおこなわれるようになった．1989
年には，『学習能力の障害―心理神経学的診断と治療教育―』の著者 D. J. Johnson と H. R. 
Myklebust が来日し（Johnson and Myklebust 1967=1975: 7），講演内容が日本小児精神神
経学会の雑誌『小児の精神と神経』のなかに収録された（Myklebust 1989; Johnson 1989）．
1990 年代に入ってからも，『児童青年精神医学とその近接領域』（1993 年）などの医学雑誌
で特集が組まれ，LD は教育学や心理学などの分野でも取りあげられるなど，教育的視点に
も重点が置かれる形で発展してきたことが確認できた．また 1992 年には日本 LD 学会（旧: 
日本 LD 研究会）が発足し，LD に関する議論が交わされるようになっていった（日本 LD 学
会 2019）． 
こうして LD に関する研究が増えはじめた 1980 年代は，アメリカ精神医学会から DSM-Ⅲ
（1980 年），その改訂版となる DSM-Ⅲ-R（1987 年）が発表され，ADHD はその診断名が MBD
から ADD に変わり，そして現行の ADHD へと変更されるなど，多動症の歴史のなかでも変化
の大きかった時代である．また1990年代は世界保健機構（WHO: World Health Organization）
からICD-10（1992年）が発表され，その2年後の1994年にはアメリカ精神医学会からDSM-IV
が刊行された．PubMed の検索結果（図 3）においてもその変化は顕著に表れており，1980
年代から 1990 年代にかけて ADHD に関連する研究が増加していた．しかし，みてきたよう
に 1980 年代の日本は，MBD に不信感を抱きはじめた時代であったことからも，医療関係者
らの関心は LD に移行していったことがみて取れる（鈴木 1975a; 上村・森永 1980）． 
 そのようななかでも，Conrad と Schneider が指摘するように，日本国内の症例報告のな
かにも，LD と診断を受けた子どものなかには MBD や ADHD の診断を受ける子どもはいたよ











展開はなく，日本ではじめて文部省（現: 文部科学省）が LD を定義したのは 1990 年代に
入ってからのことであった．木村は 1960 年代後半に LD が公式に定義されたアメリカと比
べても約 20 年以上の差があると指摘しており，LD もまた MBD と同様に定義の曖昧さから
混乱が生じていたようである（木村 2015）． 
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 1950 年代から 1960 年代にかけてアメリカで拡大してきた LD は，失語症や難読症などの





的アプローチを取ることで行動統制を図ろうとしていたという（Conrad and Schneider 
1992=2003）． 




（木村 2015）．特に，日本では 1975 年に発行された Johnson と Myklebust の著書『学習能
力の障害』（Johnson and Myklebust 1967=1975）の翻訳を担当した森永良子は，著者のひ
とり Myklebust から直接指導を受けた経験を有しており，もうひとりの翻訳者である上村
菊朗とともに日本の LD 研究の発展に貢献してきた．ふたりは，診断の曖昧さが指摘されて
いた MBD と共通点が多いといわれる LD の診断と治療を確立するためには，「批判にたえる
診断を心掛けなくてはならない」と LD 概念の拡大に尽くしてきた（上村・森永 1986: 4）．
日本ではアメリカと異なり 1980 年代から 1990 年代にかけて，医療関係者らの関心は LD
にあったようで，Conrad と Schneider がいうところの，教育的視点にも重点が置かれてい
た．しかしながら，LD の議論のなかで，MBD や ADHD が重複していることは確認することは
できたが，メチルフェニデートなどの向精神薬投与について言及されることはあまりなか
った． 
次は，1990 年代から 2000 年代にかけて拡大してきた日本の ADHD についてみていくこと
にする． 
 
第 3 項 ⽇本における ADHD 
 医中誌 Web（図 6）の結果をみてみると，1980 年代から 2000 年代にかけて LD に関する
研究が増加しているが，1990 年代後半から 2000 年代にかけて，LD よりもさらに急速に増
えはじめたのが ADHD であった．ADHD が MBD と呼ばれていた時代は，小児科学や精神医学
などの分野において診断基準の曖昧さが指摘され，MBD を主とした研究は衰退していった
が，ADHD に名称が変更された後，再び注目を集めるようになったのである．1980 年代前半
は，年間 1，2件の ADHD に関する研究がみられる程度であったが，1990 年代後半までには
平均して 10 件程度の研究が報告されるようになった．さらに，2000 年代に入ると論文数
が急増し，1999 年は 77 件だった論文数が 2000 年には 175 件にまで増加し，5年後の 2005




年）や『小児科診療』（診断と治療社 2002 年），『精神科治療学』（星和書店 2002 年，2004
年）などの医学雑誌において ADHD の特集が組まれるようになった．そのなかで，他誌より
も早く ADHD の特集をおこなった日本小児精神神経学会は，1997 年の神戸連続児童殺傷事
件を取りあげ，ADHD と少年犯罪を結びつけた議論（杉山 2000）や，不適切な養育（虐待）
を受けた子どもの行動と ADHD との関連性（奥山 2000）など，現代にも続く「発達障害」
と非行や虐待との関連をめぐる議論をはじめていた．特に注目したいのは，児童養護施設
の子どもの問題行動に関心を持っていた奥山眞紀子は，親から虐待を受けた子どもの問題
行動が「ADHD の診断基準と同じ行動特徴」を示していると指摘したことである（奥山 2000: 
282）．以降，児童養護施設には，ADHD に類似する行動を示す子どもが多く暮らしていると
いうことが指摘されるなど，社会的養護における養育に大きな影響を与えることになった
（日本子ども家庭総合研究所 2009; 上野・吉田 2011）． 
そして，虐待体験のある子どもが問題行動を起こすと，愛着障害や反抗挑戦性障害とい







ADHD が再注目を集めるようになった 2000 年代は，「児童虐待防止等に関する法律」が制
定され（2000 年施行），それを受けて各地域では虐待防止と早期発見のネットワークの整






第 4 節 社会的養護と医療化 
 







図 7 社会的養護と児童養護施設に関する文献の件数 
（出典: データベース医中誌 Web を基に筆者が作成） 
 
図 7は，医中誌 Web を使用し，社会的養護（社会的養護/AL）と児童養護施設（児童養護
施設/TH or 児童養護施設/AL）を検索した時の文献数であるである（2019 年 7 月 27 日閲
覧）2)．ともに，2000 年代に入ってから論文数が増加しはじめ，2011 年をピークに医療関
係者らによって児童養護施設が対象になった研究が多く出されるようになった．そして，
1,541 件あった児童養護施設に関する医学論文のなかで，児童虐待（（児童養護施設/TH or 





その一方，児童養護施設に関する研究のなかで ADHD（（児童養護施設/TH or 児童養護施





















れた「被虐待児」について論評した（加賀美 2001: 229-230）．さらに次号では，「特集 児
童養護問題と子育て支援」が主題に掲げられ，児童養護施設における子どもの養育に関す























第 5 節 結 論 
 
  本章では，日本において子どもの問題行動が ADHD として捉えられるようになるまでの過
程に焦点を当て，日本国内の医学分野の論文を検索することができる医中誌 Web を用いて
分析をおこなってきた．Conrad らの医療化論では，多動症の概念が拡張されつつあること








程を，特に 2000 年代以降，アメリカ以外の国々に ADHD に対する認識が広がり，子どもが
向精神薬を服用している点に中心に検証してきた．子どもへの向精神薬投与をめぐっては，
1960 年代から 1980 年代頃からアメリカにおいて議論が開始され，医療関係者に加え「教
師が多動症の症候と治療についての実践的な臨床的知識を拡大」させていたことや（Conrad 
and Schneider 1992=2003: 294），多動症に関する知識が家庭にも広がり，親が子どもを連












第 3節では，アメリカで多動症や MBD が流行していた 1960 年代に,日本においても，そ





また，多動症や MBD と診断されるようになるなど医療化の過程を辿っていた．1990 年代後
半から ADHD の研究が増加し，2000 年には LD よりも ADHD に関する研究が多くなった．1990
年代から 2000 年代は, 日本においてもインターネットが普及しはじめた時期であり，ADHD
に関する情報が得やすくなったことで，ADHD に関心を寄せる医療関係者が増加した可能性
がある．また，世界的に ADHD の診断基準が ICD から DSM に移行したことで，ADHD の診断
名が付与されやすくなったが，2000 年代に入り日本においても ADHD の診断および対処法
の検討の際，DSM に準拠したチェックリストが採用されるようになっていった（DuPaul et 


























1)  スイスのチバ社（現: ノバルティスファーマ社）が，1944 年に合成した中枢神経興奮
剤であり，1954 年にドイツではじめて発売された向精神薬である（医薬品医療機器総合
機構 2018）． 
2)  医中誌 Web において「児童養護施設」を検索した結果，1990 年に 1件論文がみられた
が（大隅ら 1990），ADHD や児童虐待とは直接関係がない研究であったことや，以降 10
年間掲載されている文献はなかったため，取り除いている．なお，1998 年に養護施設か
ら児童養護施設に名称が変更されたことから，過去に使用されていた「養護施設（養護









第 2章 体罰から向精神薬へ――Z 県の児童養護施設Yで働く施設職員の語りから 
 
第 1 節  問題関心 
 
第 1 項 研究⽬的 
 本章では，特に 1980 年代から 2000 年代に至る時期の児童養護施設内での子どもの問題




た時代と想定される 1990 年代から 2000 年代を経験してきた児童養護施設の職員にインタ
ビューをおこない，薬物療法が児童養護施設においてどのように受け入れられてきたのか，
体罰から向精神薬へと移り変わるまでの過程を中心に検討をおこなう． 
1994 年 4 月 22 日，日本は「児童の権利に関する条約」に批准した．それを受けて 1995
年 3 月に，日本ではじめてとなる「子どもの権利ノート」が大阪府から発行され，2004 年 
9 月までの 10 年間に 38 都府県 11 都市という全国規模で作成されるに至った．この子ども
の権利ノートには，「まもられるべき子どもの権利があること，そして，社会的養護におい
て保障される権利を伝える」役割があることが明記された（長瀬 2016: 73-74）．1998 年 2
月 18 日には，「懲戒に係わる権限の濫用禁止」が児童福祉施設 低基準（現: 児童福祉施









根強かった（井上 2002）．このような主張に基づいた政策として 1999 年から，被虐待経験
のある子どもの治療をおこなうため，児童養護施設に心理療法担当職員の配置が進められ
ており，厚生労働省は心理療法の実施には，精神科医の意見を聴くことが望ましいとの補
足が加えられた 1)．児童養護施設に心理療法担当職員の配置が認められる前の 1996 年から
1998 年までは，心理療法担当職員を雇用する児童養護施設は全国で全体の 1%から 3%ほど
であったが，その割合は心理療法担当職員の配置が決まった 1999 年には，14.5%にまで増
加している．以降，心理療法担当職員は増え続け，2017 年時点で 71.1%と多くの施設で採
用されるようになり，雇用形態では 2007 年以降「常勤」が「非常勤」を上回っている 2）． 
30 
その心理療法担当職員は，ADHD など発達障害のある子どもの治療もおこなってきたが，







と，精神科医の業務においても著しい変化があったことを振り返っている（生地 2017: 6）． 










第 2 項 先⾏研究 









and Schneider 1992=2003: 1）．そして 1950 年代なかばに開発されたリタリンが，1961 年
にアメリカの食品医薬品局に認められ，1960 年代から 1970 年代には，アメリカ国内で多







 そして 1968 年，まだあまり知られていなかったという多動症候群や MBD は，アメリカ精
神医学会の DSM-Ⅱに採用されることになった．その後，多動ではなく注意に主眼が置かれ
るようになり，1980 年に改訂された DSM-Ⅲにおいて多動症は，ADD へと変更された．しか
し，1987 年に発表された DSM-Ⅲの改訂版 DSM-Ⅲ-R において再び多動症が加わり，ADHD に
名称が変更された（Smith 2012=2017）．名称変更が繰り返されてきた多動症の歴史のなか
で，ADHD は も長く使用される名称となっている． 
 ADHD に名称が変更されたことにより診断の幅は広がり（Healy 2009），1990 年，アメリ
カ国内において，ADHD と診断を受けた子どもの数は 100 万人近くにのぼり，5年後には 200
万人まで増加したという（Whitaker 2010=2012）．2007 年に，アメリカ疾病管理予防セン
ターがおこなった調査によると，4歳から17歳の子どものうちADHDの推定罹患率は9.5%，
540 万人の子どもが ADHD と診断を受けており，女児よりも男児が多く（女児 5.6%: 男児
13.2%），多人種の子ども（14.2%）やメディケイド受給資格者（低所得者や障害者）の子ど
も（13.6%）が診断を受けやすいという特徴を有していたという．そして ADHD の診断を受
けた子どものうち，66.8%が投薬治療を受けていた．これは，4 歳から 17 歳の全子どもの




 2001 年，G. W. Bush 大統領による大統領令第 13237 号に基づき，「大統領生命倫理評議
会（President Council on Bioethics: PCBE）」が設置された．議長を務めてきた L. R. Kass
は，成長過程にある子どもの身体や脳に障害を与える可能性がある向精神薬が，子どもの
養育や教育の過程のなかで行動修正のために導入されることに対して危機感を表明してい
る．さらに Kass は，親や教師，医師が子どもの 善の利益を考え治療を勧めていることに
疑いはないとしたうえで，向精神薬には体に害を与える危険性のあることを認識し，安全
性に関する議論が必要であると呼びかけている（Kass 2003=2005）．子どもが ADHD の診断
を受け，薬物療法がはじまるきっかけには，診断する医師よりも教師による訴えが大きく
介在しているとの指摘もある（Conrad [1976]2017; Conrad and Schneider 1992=2003）． 
しかし近年，子どもへの向精神薬が，一般家庭よりもフォスター・ケアに措置された子
どもに対して処方される割合がより高いことに関心が集まっている（dosReis et al. 2011; 
Leslie 2012; Raghavan et al. 2005）．医療戦略センターによると，フォスター・ケアの
子どもが，向精神薬投与に向かいやすい原因として考えられるのが，民間の医療保険に加
入できない低所得者・身体障害者に対して用意された公的医療制度メディケイドの仕組み





性の問題を著しく示す子どもが 2002 年（対象児童数 41,579 人）は 2.5%であったが，2012
年（対象児童数 53,882 人）には 3.1%に増え，10 年間の伸び率は 24%であった（文部科学
省 2002，2012）．それに対して，児童養護施設では，2003 年に厚生労働省がおこなった調
査では，1.7%（入所児童数 30,416 人中）が ADHD の診断を受けていたが，その 10 年後の








ひとりだけあり（その職員も結婚し 2年で退職している），1990 年代から 2000 年代にかけ
て体罰が禁止され薬物療法が開始されるまでの過程を十分検討できているとはいえない
（吉田 2013）．そこで本章では，Conrad と Schneider が取り組んできた逸脱の医療化を参
考にしながら，児童養護施設の医療化がいかなるかたちで進行してきたのかみていく． 
 
第 2 節 研究方法 
 





てきている施設を選定し調査依頼を出した．筆者がはじめて施設 Y に訪問した 2017 年 8






















第 2 項 調査内容およびデータの収集⽅法 
半構造化面接を実施するにあたり，1966 年から 10 年毎に全国児童養護施設長研究協議
会が発刊している冊子と（全国養護施設協議会編 1996; 全国社会福祉協議会養護施設協議

























務年数，役職の 6項目とした．本章では，まず 1960 年代から 1990 年代前半まで児童養護
施設で精神的に不安定で落ち着きのない子ども（当時の名称「情緒障害（児）」）に対し，
向精神薬を用いた治療をおこなっていたのか尋ねた．その際，児童養護施設において多動











定した．面接時間は，1人 1時間から 2時間であり，午前は 10:00 から 12:00 と午後は 15:00
から 17:00 までの間でおこなった．面接は施設内にある相談室を使用し，子どもが登校し
ている時間と職員ミーティングのない時間を設定してもらうことで調査を進めることがで








表 1 インタビュー協力者の属性 
 


































1983 年から施設 Yに勤めはじめた職員 Aさんも，子どもからの暴力に悩んでいたひとり
である． 
 









































（Aさん，男性，50 代，勤務年数 35 年，2018 年 11 月 27 日） 
 
 児童自立支援施設は，全国に 58 か所（2019 年 2 月現在）あり，北海道や東京，大阪に






























（Aさん，男性，50 代，勤務年数 35 年，2018 年 11 月 27 日） 
 
















と，それ以降，子どもとの向き合い方も変化してきたことを Aさんと Cさんは語る． 
 































1990 年から施設 Yで勤めはじめた Bさんにも，子どもの問題行動に対して力で抑えない
といけない場面に遭遇したことはあるか尋ねたところ，「私の時代は，終わりかけというか，
殴りかかってくるという子どもはいましたが」という回答であった（Bさん，男性，50 代，
































 次の引用は，施設 Y 内での子どもの薬物治療の開始時期に関する C さん，F さんの返答
である．  
 













（Cさん，女性，50 代，勤務年数 38 年，2018 年 11 月 13 日） 
 







（Fさん，女性，50 代，勤務年数 30 年，2018 年 11 月 27 日） 
 
ICD の神経系の疾患に分類されるてんかん（ICD-10, G40-G41）は，1995 年に精神保健及
び精神障害者福祉に関する法律（精神保健福祉法）の改正に伴い，精神障害者保健福祉手
帳の取得が可能になり，障害年金の受給ができるようになった（厚生省 1995）．疫学的に





インタビューに応じてくれた職員のなかでは，勤務年数 38 年と経験豊富な Cさんが，は
じめて子どもの付き添いで精神科へいったのが 1980 年であった．1989 年にもてんかんの
診断を受けた子ども（女児 B）がいたようであるが，1980 年にてんかんの診断を受けた子


















（Cさん，女性，50 代，勤務年数 38 年，2018 年 11 月 13 日） 
 







（Dさん，女性，40 代，勤務年数 17 年，2018 年 11 月 17 日） 
 












2016: 11）．1980 年代にてんかんの診断を受けた子ども（男児 Aと女児 B）はいたが，リタ


























（Aさん，男性，50 代，勤務年数 35 年，2018 年 8 月 23 日） 
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（Hさん，男性，30 代，勤務年数 16 年，2018 年 11 月 29 日） 
 
第 1章でも触れたように，ADHD がまだ Minimal Brain Damage Syndrome と呼ばれていた
1965 年，第 11 回国際小児科学会議が東京で開催された．そのなかで，「精神薄弱，特にそ
の治療」という分科会が設けられ，John Hopkins 大学精神科の Eisenberg が「精神薄弱児
の精神医学的管理（特に落ち着きのない子どもの治療の観点から）」というテーマで講演を
おこない，多動症の子どもに対して，メチルフェニデートやデキストロアンフェタミンが
有効であることを報告した（Eisenberg 1965）．その後，日本でいち早く MBD について紹介
したのが今村重孝であった．DSM に MBD が掲載される前の 1967 年に日本小児精神神経学会
で「Minimal Brain Damage Syndrome について」という論文を発表している（今村 1967）．
翌年の 1968 年に開催された第 71 回日本小児科学会総会には，第 11 回国際小児科学会議の
会頭を務めた高津が「小児の微細脳損傷症候群」というシンポジウムを開いている．そし
て同年には，小児科雑誌『小児科診療』において高津が，特集「小児の微細脳損傷(Minimal 
Brain Damage)症候群」を組み MBD を紹介している（高津 1968）．『小児の MBD―微細脳障
害症候群の臨床―』（1980 年）の著者である上村と森永は，1968 年の小児科学会総会にて
高津が MBD をシンポジウムの主題として取りあげて以降，日本国内で MBD への関心が広が



















ADHD とハッキリとした診断を受けた子どもとは，10 年から 15 年前［2003 年から 2008




















ね．2005 年から 2006 年，I先生が児相の副所長をされていたときからですね．そこから

































コンサータという薬を飲んでいた子ども（男児 D 小学生）がいました．10 年前だか




















（Aさん，男性，50 代，勤務年数 35 年，2018 年 8 月 23 日） 
 
 リタリンとコンサータは，ともに一般名メチルフェニデートと呼ばれる向精神薬である．





代わりに 2007 年に承認されたコンサータが，ADHD の診断を受けた原則 18 歳未満の子ど
もにだけ処方が認められ 5），リタリンはナルコレプシーに限定された（厚生労働省 2007a）．
ADHD の治療薬として新たに認められたコンサータは，米国で 2000 年 8 月に小児の ADHD の
治療薬として承認され，イギリスやドイツなど世界 91 の国と地域で承認されている向精神




年には，18 歳までにコンサータによる治療を開始した子どもに対する 18 歳以降の継続投
与を実施し，2013 年には 18 歳以上の ADHD の者に対してもコンサータによる薬物療法が承
認されたことで，コンサータを用いた薬物療法の使用制限が全年齢に拡大した（医薬品医









































（Gさん，女性，30 代，勤務年数 10 年，2018 年 11 月 29 日） 
 



















第 4 節 考 察 
 




った．そして，アメリカ精神医学会の DSM に掲載されている ADHD の診断を受けた子どもが
初に入所したのは 2005 年であった．児童相談所に保護された段階で子どもは，障害の診
断を受けており，施設に措置された時点で薬物療法がはじまっていた．てんかんの子ども
の入所は，10 年に 1 人の間隔で，施設に 1 人という数であったようであるが，2005 年に
ADHD の診断を受けた子どもが入所して以降，薬物療法を受けている子どもの割合は増え続















































































識が広がっていった．1968 年に多動症が DSM-Ⅱに記載されてから約 35 年の歳月が経ち，
児童養護施設には ADHD の診断を受けた子どもが入所するようになったわけであるが，日本


















































る心理療法担当職員の数（1996 年から 2017 年まで）を抽出した（e-Stat 2017）． 
3)  知的発達に遅れはないものの学習面や行動面の各領域で著しい困難を示すと担任教師
が回答した児童生徒の割合である．ADHD の調査には，G. J. DuPaul らが作成した『診断・
対応のための ADHD 評価スケール ADHD-RS【DSM 準拠】――チェックリスト，標準値とそ
の臨床的解釈』が採用されている（DuPaul et al. 1998=2008）． 
4)  厚生労働省による「児童養護施設入所児童等調査」は，5 年毎に実施しており，ADHD
については 2003 年から調査を開始，広汎性発達障害については，2008 年から調査を実
施している(厚生労働省 2004，2009，2015)． 
5)  2013 年 12 月，ヤンセンファーマは成人期（18 歳以上）の ADHD に対しても，コンサー
タによる薬物治療の適応を新規に取得した．また，2014 年 1 月に従来の 18mg 錠及び 27mg















第 3 章 児童養護施設の職員が抱える向精神薬投与への揺らぎとジレンマ 
 
















Schneider 1992=2003）．多動症は「『脳微細損傷』（MBD: Minimal Brain Dysfunction），多
動症候群，児童多動症障害など」として知られており，障害を診断するうえでの典型的な
症候パターンとして「極度に過剰な筋肉運動（多動），注意持続期間の短さ（次々と活動か
ら活動へ移る），落ち着きのなさ」1)などが言及されていた（Conrad and Schneider 
1992=2003: 291）．その MBD は，1968 年に発行されたアメリカ精神医学会の DSM-Ⅱにおい
て児童期の多動性反応に，1980 年の DSM-Ⅲでは ADD になり，そして 1987 年に発表された





している（Healy 2009: 174）．つまり，MBD では診断されてこなかった子どもが ADHD とな
ったことで診断の幅が広がり誰にでも発見できるような障害となったのである． 
ADHD の登場とともに，1954 年に出されたリタリンが注目を集めるようになった（Healy 
2009）．そのきっかけとなった要因について， Conrad と Schneider によると，製薬企業は
1960 年代の半ばからリタリンなど向精神薬が多動症の治療に有効であると説明し，医師に
多動症児に対する診断と治療を促していたという．彼らは，製薬企業が多動症のラベリン
グと治療に既得権益を持っていることは明らかであると論じている（Conrad and Schneider 
54 
1992=2003）．1994 年から 2001 年にかけて，ADHD と診断された子どもへの向精神薬の使用
が急激に増加していること，そしてそうした変化の背景に製薬会社から国への働きかけが
























第 2 節 子どもへの向精神薬投与 
 






































第 2 項 ⼦どもへの向精神薬投与に関する変遷 











チが必要である」と論じている（上出 1980: 41-43）． 
その後，『児童養護』では児童養護施設で生活する子どもと医療に関する特集が組まれる
など「問題のある子ども」には精神科医による治療が必要であるという意見が散見される






され，児童養護施設での対応について議論されるようになった（林 1991a, 1991b; 竹中 
1992; 西川 1994; 滝沢 1994）． 
1990 年代末の『児童養護』で，「困難を抱えた子どもたち」の特集ではじめて ADHD と診
断された男児の事例が紹介されている（西川 1999）．その事例は，落ち着きのなさ，他児
とのトラブルなどを持つ男児が生後間もない頃から乳児院に措置され，ADHD と診断を受け
るまでの 12 年間施設を「たらい回し」になったという内容である 4)．その後，『児童養護』
は，「精神障害・発達障害の診断」（2007 年），「障害や問題行動に対する理解と対応」（2008
年）など，児童養護施設の子どもと ADHD を含む発達障害に対する精神科治療について連載





































第 3 節 調査の概要 
 
以下，4名の施設職員からの語りと児童養護施設における参与観察に基づいて考察する．
データ収集と調査内容は，2011 年 8 月から 2012 年 4 月まで筆者が週 2 日児童養護施設に
入り，そこで得られた語りを基に分析する． 
児童養護施設（以下，「施設 X」とする）は，入所定員 40 名の大舎制の施設である．施





と Z県でいち早く 2008 年に看護師の配置が決まった施設である．主に，看護師は児童養護
施設では「被虐待児や障害児等継続的な服薬管理などの医療的ケア」をおこない，医療的
支援体制の強化を図ることを目的とした業務に携わっていた（厚生労働省 2010a: 13）． 
筆者が施設 Xに入った 2011 年 8 月の時点で入所していた子どもは 35 名で直接処遇職員
58 
が 1人あたり平均 2−3 名の子どもを担当していた．施設 Xは，24 時間の宿直の交代勤務に








第 4 節 施設職員の語りから 
 









かの地域にある情緒障害児短期治療施設（2017 年 4 月から「児童心理治療施設」に名称変
更）に措置変更し医療的ケアを受ける子どももいたということであった．2000 年頃から医





















第 2 項 体罰と向精神薬 
































































































第 3 項 向精神薬の効果および副作⽤ 















































第 4 項 向精神薬以外の⽅法 




と施設職員が 1対 1でかかわることができる環境である． 
 
子どもは大人が1対1でかかわることのできる時間を持てれば落ちついていられるし，



































とする」施設のことである（児童福祉法第 43 条の 5）．情緒障害児短期治療施設には，精
神科医と心理療法担当職員が配置されており，医療的ケアを中心とした施設である． 
 








































































どもが学校でのトラブルから 12 年間で 5回も施設を「たらい回し」になった事例にもあっ
たように（西川 1999），措置変更が一時しのぎにすぎないことがあるからである． 



















































Schneider 1992=2003: 291）． 















5)  筆者が日本の論文が検索できる CiNii や朝日新聞の聞蔵Ⅱ，医中誌 Web にて「向精神
薬」，「子ども」，「死亡」，「児童養護施設」のキーワードで検索した結果，日本の児童養
護施設では向精神薬による副作用で自殺など死に至ったというケースは報告されていな





制」（2012 年 4 月 9日），②「鎮静させられた兄弟」（2012 年 4 月 13 日），③「小刻み歩
行の子どもたち」（2012 年 4 月 20 日），④「消えないトラウマ」（2012 年 5 月 2日）を掲






















第 4 章 児童養護施設における療育手帳を用いた子どもの進路指導 
 





























Goodman が指摘した 2000 年以降，児童養護施設の子どもに関する研究には，社会的排除
が参照枠組として採用されるようになっていった（永野 2012; 西田 2011, 2012; 田中 













































メリカやイギリスなどのフォスター・ケアでもおこなわれていた（Dana et al. 2014; Gayle 
and McClung 2013; Johansson and Höjer 2012; McClung and Gayle 2010）．そのなかで，
親の経済資源や学歴を頼ることができない子どもが，獲得可能な資源として検討されてき
たのが社会関係資本である．フォスター・ケアを退所した子どもの動向を調査した





（Johansson and Höjer 2012）．さらに，家庭でいるときに築きあげてきたネットワークの
喪失，転校や新たな養育者との人間関係など複雑なルートを描く子どもは，社会関係資本





が新しい里親家庭や施設に措置変更されているという（U. S. Department of Health and 
Human Services 2007）．頻繁に措置変更がおこなわれるフォスター・ケアの問題に H. R. 
Dana らは，子どもが教師や友人と関係を確立，維持することができないため，社会関係資
本の構築が困難な状況が高等教育機関への進学を阻んでいるとの見解を示している（Dana 



















第 2 節 研究方法 
 
第 1 項  研究内容 
 2016 年現在，日本の児童養護施設は 603 ヶ所あり，定員数は 32,613 人で，現員が 27,288
人である（厚生労働省 2017a）．本章では Z県にある児童養護施設 X（以下，「施設 X」と




に 10 年以上の勤務経験がある職員 5名（男性 1人，女性 4人）である．データの収集は，







第 2 項  調査対象 
施設 Xの定員は 40 人で，定員充足率は約 9割を超えていた．施設 Xではまだ施設から高
校へ進学することがあまり一般的ではなかった 1980 年代から，高校や 5年制の高等専門学
校への進学を勧めるなど，子どもの学歴の獲得には積極的に取り組んできた施設である．
実際の成果としては，2000 年以降に入ってからになるが，高等専門学校に 1人，高等学校




































第 3 節 研究結果 
 





























いることは，Goodman も注目しており，その傾向は 1960 年代から大きくは変わっていない
ようである.普通高校よりも専門高校を選択する傾向にある児童養護施設について
Goodman は，「職業高校のカリキュラムの少なくとも 3分の 1は一般教育科目にあてられて
いるのであるが，普通高校よりもはるかに低い地位」にあると，各学校のカリキュラムの

















































































































































































































































は乗物運賃割引程度である．障害基礎年金は 20 歳からの受給にはなるが，1級では 974,125
円（月額 81,177 円），2級では 779,300 円（月額 64,941 円）が支給される．所得制限は設
けられており，1 人世帯（扶養親族なし）の所得額が 3,604,000 円を超えると年金額の 2
分の 1が支給停止となり，さらに 4,621,000 円を超える場合に全額支給停止となる（日本
年金機構 2017）．2013 年 10 月現在，知的障害者の雇用状況をみてみると，生産工程従事
者が 25.6％と も多く，全体の平均月額は 108,000 円であった（厚生労働省 2014）．12
ヶ月間働いた場合に置き換えてみると，約 1,296,000 円前後になるが，所得制限を超える



































少ないという現実を目のあたりにした．総務省統計局が 2017 年 9 月に公表している「新規
学卒者の職業紹介状況」をみてみると，2017 年 3 月卒業の中学卒業者にきた求人数は 1,772
人で，求職者は 690 人，求人倍率が 2.57 倍であった（就職率 89.3%）．過去 5 年間をみる
と，求人数に大きな変化はないが求職者数は減少し，求人倍率は増加傾向にある．求人の
うち，「生産工程，輸送･機械運転，建設，運搬等の職業」が 72.0%を占めており，2017 年
3 月中学卒業者の 69.8%が就職している（総務省統計局 2017）．さらに，厚生労働省の「新
規学卒就職者の在職期間別離職率の推移」によると，大卒者の約 3割，高卒者の約 5割，
そして中卒者の約 7割が 3年以内に離職しており，その傾向は 20 年間以上続いているとい
う（厚生労働省 2017b）． 
 そして，厚生労働省が公表している障害者雇用の状況をみてみると，2017 年現在，民間
企業（50 人以上規模の企業: 法定雇用率 2.0％）で障害者を雇用している数は 495,795 人
で，これは前年より 4.5％（21,421 人）増加しており，14 年連続で過去 高を更新してい
る．雇用者のうち，身体障害者は 333,454 人（対前年比 1.8％増），知的障害者は 112,293
人（同 7.2％増），精神障害者は 50,047 人（同 19.1％増）と，いずれも前年より増加し，
特に精神障害者の伸び率が大きいことがわかる（厚生労働省 2017c）．またハローワークに
おける障害者の職業紹介状況をみると，2016 年度の新規求職申込件数は 191,853 件（対前













































































































































1)  2006 年からはじまった「就職支度費・大学進学等自立生活支度費」は徐々に増加して








3)  ここでいう専門学校とは，「義務教育後の教育機関では 底辺にランクされ，事実上は








本論文では，1990 年代になり拡大しはじめた ADHD の問題に触れつつ，子どもの生活施
設である児童養護施設が医療的ケアをおこなうための施設へと移行していることを








1965; 今村 1967; 高津ら 1968）．しかし，日本では多動症に関心を寄せる医療関係者はほ
とんどなく，診断基準の曖昧さを指摘する医療関係者が現れるなど子どもの問題行動に対
して多動症や MBD という診断名を付与することには慎重であった． 
1990 年代以降，ADHD に関する研究が増加しメディアなどでも数多く取りあげられるよう
になっていったが，Conrad と Bergey が指摘するように（Conrad and Bergey 2014），日本
においても 1990 年代から 2000 年代はインターネットが普及しはじめた時期であり，ADHD
に関する情報が得やすくなったことで，ADHD に関心を寄せる医療関係者が増加した可能性
が示された．また，世界保健機関の ICD からアメリカ精神医学会の DSM に診断基準が移行
したことで，ADHD の診断名が付与されやすくなるという指摘があるように（Conrad and 
Bergey 2014），日本においても ADHD の診断および対処法の検討の際，DSM に準拠したチェ
ックリストが採用されるようになっていった点では一致していたといえる（DuPaul et al. 
1998=2008; 佐々木 2006; 上林 2003）． 
そして 2000 年以降，アメリカでは一般家庭の子どもよりフォスター・ケアに措置された
子どもの向精神薬投与の割合が高いという研究結果が報告されるようになった
（Government Accountability Office 2011; Rubin et al. 2012）．フォスター・ケアに措




（Barnett et al. 2018）．日本においても児童養護施設は ADHD に類似した精神障害を持つ
子どもが高頻度で存在する場所として医療関係者に認識されるようになっていったが（日
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